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■ 1 ．日本の人口の現状と将来

　本稿の目的は、日本の人口減少問題を地域
社会の持続可能性の観点から検討することに
ある。日本の人口が2008年の 1 億2,810万人

（総務省「人口推計」）をピークに減少を続け
ていることは、周知のとおりである。2026年
6 月に公表された2025年「国勢調査」の人口
速報集計結果によれば、日本の人口は 1 億
2,305万人であり、ピーク時から約500万人減

少している。このうち、2020年から2025年ま
での 5 年間だけで、300万人を超える人口減
少が観察されている。さらに、2023年に公表
された国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口」によれば、人口減少は今後
も継続し、2060年には9,615万人となり、日
本の人口は 1 億人を下回ると推計されている

（図表 1 ）。
　日本の人口が約9,615万人であったのは
1963年であり、当時の15～64歳の生産年齢人
口は6,390万人であった。これに対し、「日本
の将来推計人口」による2060年の総人口は同
程度の約9,600万人であるものの、15～64歳
の生産年齢人口は5,078万人と、1963年当時
を20％近く下回る。総人口が同程度であるに
もかかわらず、生産年齢人口が1,300万人以
上少ないのは、図表 2 に示すとおり、その分
だけ高齢者人口が増加しているためである。
　以上から明らかな重要な点は、今後の日本
の人口減少が、単に総人口が減少するという
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問題にとどまらず、より少ない生産年齢人口
によって、より多くの高齢者を支える必要が
生じるという問題である。

（図表 1）日本の人口推移と将来推計

（図表 2）人口9,615万人時代の年齢構成の比較

（出所）総務省「人口推計」「国勢調査」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の将
来推計人口」より筆者作成。

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」、「日本の将来推計人口」
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■ 2 ．地域における人口の状況

　同じ「国勢調査」の速報では、2025年時点
の日本全体の人口に加え、都道府県および市
町村別の人口も報告されている。都道府県別
にみると、東京都が1,425万人と最も多く、
全国人口の11.6％を占める。東京都を含む 1
都 3 県の人口は全国の約30％を占める。さら
に、人口上位 8 都府県で全国人口の約50％を
占めており、人口が特定の地域に集中してい
ることがわかる（図表 3 ）。
　図表 3 からは、高齢化と人口減少が、「そ
の他（48.3％）」として示される地域、すな
わち地方の問題であると推測されるかもしれ
ない。しかし、人口構造変化の影響という観
点からみると、大都市を含む都府県において

も深刻な問題となる。
　図表 4 は、「日本の地域別将来推計人口」
に基づき、横軸に2025年の高齢化率を、縦軸
に人口構造変化の影響を表す指標として、

2050年に推定されている高齢化率 
2025年の高齢化率

をとり、主要な都県を表示した散布図であ
る。一般的には、現在すでに高齢化している
地方部ほど、今後さらに高齢化し、高齢化率
の上昇幅も大きいと想定されがちである。こ
の想定が正しければ、横軸が現在の高齢化率
であるため、散布図は右上がりとなるはずで
ある。しかし、図表 4 では、実際には右下が
りの関係が示されている。これは、現在の高
齢化率が比較的低い東京都、大阪府、愛知
県、埼玉県、千葉県などの大都市圏を含む都

（図表 3）日本の地域別人口の内訳

（出所）総務省「国勢調査」（人口速報集計結果）より筆者作成。
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府県において、すでに高齢化が進んでいる地
方の道府県よりも、今後の人口構造変化の影
響が大きいことを示している。

■ 3 ．人口構造と地方財政の現
状と将来

　しかし、このことは、地方にとって大都市
を含む都府県の「対岸の火事」ではない。高
齢化率の高い地方の道県は、人口構造が比較
的若い大都市圏を含む都府県で得られる国税
収入の一部を、地方交付税として受領してい
るためである。この関係は図表 5 から確認で
きる。図表 5 は、2024年の都道府県歳入に占
める、地方交付税に依存しない「地方税およ

び地方譲与税」の割合を示している。東京都
では、都道府県歳入に占める地方税および地
方譲与税の割合が73％と最も高い。換言すれ
ば、東京都は歳入に占める地方交付税の割合
が最も低く、実際に普通交付税の不交付団体
である。図表 5 の上位に位置する都府県は、
図表 4 の左上に位置する、現在の人口構造は
比較的若いものの、今後大幅な高齢化が見込
まれる都府県と重複する。また、これらは全
国人口に占める割合が大きい都府県とも重複
している。
　以上の議論は、次のように整理できる。第
1 に、人口高齢化は、現時点では主として高
齢化が進んだ地方の問題として認識されてお
り、この認識自体は誤りではない。そのた

（図表 4）現在の高齢化率と将来の高齢化率のインパクト

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2023年）に基づき
筆者作成。
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（図表 5）各都道府県歳入に占める地方税と地方譲与税の割合（％）

（出所）総務省「地方税に関する参考計数資料」（2024年）。
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め、大都市を含む都府県では、高齢化の影響
は相対的に小さいと受け止められやすい。第
2 に、将来を展望すると、大都市を含む都府
県では、地方よりも高齢化率の上昇幅が大き
いと予測されている。この段階では、高齢化
による影響の焦点は、地方から大都市を含む
都府県へと移る。第 3 に、地方交付税を通じ
た地方財政資源の再配分という観点からみる
と、大都市を含む都府県で高齢化が大幅に進
展すれば、これらの地域で得られた国税収入
を他地域へ再配分する仕組みは大きな制約に
直面する。これは、地方財政制度そのものの
持続可能性を損なう問題である。

■ 4 ．地域間の人口移動と消滅
可能性

　地域の持続可能性に関して広く知られてい
る推計として、人口戦略会議が2024年に公表
した全国の市町村別人口推計である。その基
本的な考え方は、現在の地域間人口移動の傾
向が継続すると仮定したうえで、将来時点に
おいて、出産年齢の中心にある20～39歳の女
性人口が50％以上減少するか否かに着目する
ものである。そして、同人口が50％以上減少
する地方公共団体を「消滅可能性自治体」と
している。
　この「消滅可能性自治体」の推計と国立社
会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来
推計人口」との相違点は、主として地域間人
口移動の扱いにある。「消滅可能性自治体」

の推計では、現在の地域間人口移動の傾向が
継続すると仮定されており、地方から都市
部、とりわけ東京圏への人口集中が強く反映
される。図表 6 は、総務省「住民基本台帳人
口移動報告」に基づき、2024年の都道府県間
移動について、転入者数から転出者数を差し
引いた転入超過数を示したものである。転入
超過数が正であれば人口の純流入を、負であ
れば人口の純流出を意味する。図表 6 では、
これを転入超過数の大きい順に示している。
　図表 6 からは、 3 点を指摘できる。第 1
に、上位 5 都府県では転入超過が大きい一
方、その他の多くの道府県では転出超過とな
っている。なかでも東京都の転入超過は突出
しており、これが大都市圏への人口集中が問
題視される第 1 の理由である。
　第 2 は、男女別の人口移動である。図表 6
では、下段の女性の棒が上段の男性の棒を上
回る地域が多い。地域差を簡潔に把握するた
め、全国から最も多く人口を吸収している東
京都について男女別の転入超過数をみると、
男性が約 3 万7,000人であるのに対し、女性
は約 4 万2,000人であり、男性を約5,000人上
回る。都道府県間移動は全国で相殺されるた
め、東京都で女性の転入超過が男性より多い
ことは、東京都以外の地域では、男性より女
性の転出超過が大きいことを意味する。した
がって、人口流出地域で持続可能な地域づく
りを検討する際には、女性の移動要因に着目
し、女性から支持される地域環境を整備する
ことが重要である。また、「消滅可能性自治
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（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2024年）より筆者作成。

体」の推計が、将来人口を左右する若年女性
人口の移動と規模に注目する意義も、この点
にある。
　図表 6 から指摘できる第 3 の点は、転出超

過となっている道府県のなかに、京都府、静
岡県、兵庫県、愛知県、広島県など、大都市
を擁する府県が含まれていることである。こ
れらの府県には、いずれも代表的な大都市で

（図表 6）都道府県間人口移動数（人）



資本市場　2026．8（No. 492）月
刊 11

ある政令指定都市が存在する。
　政令指定都市を有する道府県が実質的な人
口流出地域となっていることは、一見すると
意外である。そこで、他都道府県からの転入
者数に限定し、転入者数の多い上位15都道府
県を図表 7 に示した。図表 7 には、図表 6 で
転出超過であった京都府、静岡県、兵庫県、
愛知県、広島県がすべて含まれている。した
がって、これらの府県では、転入者数が多い
一方で、転出者数も多いことがわかる。

　次に、名古屋市、愛知県、および愛知県・
岐阜県・三重県から構成される名古屋圏につ
いて、人口移動を確認する。図表 8 は、これ
らの地域を対象として、男女別に他都道府県
からの転入者数、他都道府県への転出者数、
およびその差である転入超過数を整理したも
のである。男女ともに転入超過となっている
のは名古屋市のみであり、対象範囲を愛知県
全体、さらに名古屋圏全体へと広げるにつれ
て、転出超過が拡大する。また、名古屋市で

（図表 7）他県からの転入数のランキング（人）

（図表 8）名古屋圏の人口移動内訳

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2024年）より筆者作成。

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2024年）より筆者作成。名
古屋圏は愛知県、岐阜県および三重県から構成される（総務省の定義）。

順 都道府県 他県からの転入数
 1 東京都 461,454
 2 神奈川県 234,079
 3 埼玉県 188,201
 4 大阪府 183,472
 5 千葉県 163,914
 6 愛知県 121,643
 7 福岡県 102,948
 8 兵庫県 92,370

名古屋市 愛知県 名古屋圏
男 他県からの転入 50,241 71,774 77,828

他県への転出 48,511 76,688 88,635
転入超過 1,730 ▲ 4,914 ▲ 10,807

女 他県からの転入 40,195 49,869 52,014
他県への転出 37,410 52,247 60,063
転入超過 2,785 ▲ 2,378 ▲ 8,049

転入超過 男 1,730 ▲ 4,914 ▲ 10,807
女 2,785 ▲ 2,378 ▲ 8,049
男女合計 4,515 ▲ 7,292 ▲ 18,856

順 都道府県 他県からの転入数
 9 京都府 57,793
10 静岡県 56,379
11 茨城県 55,186
12 北海道 53,281
13 宮城県 43,537
14 広島県 43,389
15 栃木県 37,694
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は、女性の転入超過数が男性を上回ってお
り、女性の流入効果が相対的に大きい。これ
は、名古屋圏における名古屋市が、全国にお
ける東京都と同様に、女性人口を吸収する役
割を果たしている可能性を示唆する。人口戦
略会議の報告書では、このように周辺地域か
ら人口を吸収する自治体を「ブラックホール
型自治体」と呼んでいる。

■ 5 ．人口から地域の豊かさを
考える

　ここまで、日本全体の人口、高齢化率、高
齢化と地方財政との関係、地域間人口移動、
および消滅可能性自治体について概観した。
以下では、地域の持続可能性をより的確に表
す指標について検討する。
　これまで取り上げた指標は、主として人口
規模に着目したものであった。地域人口が減
少し、最終的にゼロとなれば、その地域は持
続不能である。しかし、総人口や出産年齢に
ある女性人口だけが、地域の持続可能性を評
価するうえで絶対的に適切な指標であるとは

限らない。人口規模から地域の「国力」を判
断する発想は、現代においては必ずしも妥当
ではない。中世の戦国時代には、人口の多さ
は兵力や食料生産力の大きさに結び付いてい
た。しかし、現代では、経済的な豊かさと人
口規模は必ずしも比例しない。図表 9 は、
2023年時点の世界人口について、日本を含む
人口上位11か国を示している。これらをみる
と、人口規模が必ずしも経済的豊かさを反映
していないことがわかる。さらに、G7参加
国のうち、英国、ドイツ、フランスは上位11
か国に含まれていない。日本の人口が約 1 億
2,500万人であるのに対し、ドイツは8,272万
人、フランスは6,551万人、英国は6,338万人
であり、日本の半分程度またはそれ以下であ
る。したがって、人口規模は、国力や地域力
を規定する絶対的な条件ではない。

■ 6 ．持続可能性指標―経済学
的視点

　人口規模だけでは地域の豊かさを十分に表
せないとすれば、人口減少社会における地域

（図表 9）世界の人口数ランキング

（出所）総務省「世界の統計」（UN, World Population Prospectsに基づく）より筆者作成。

順位 国名 人口（千人）
 1 インド 1,438,070
 2 中国 1,422,585
 3 米国 343,477
 4 インドネシア 281,190
 5 パキスタン 247,504
 6 ナイジェリア 227,883

順位 国名 人口（千人）
 7 ブラジル 211,141
 8 バングラデシュ 171,467
 9 ロシア 145,441
10 メキシコ 129,740
11 日本 124,352
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の持続可能性を、どのような指標によって評
価すべきであろうか。その手掛かりは、前述
の高齢化率にある。高齢化率は、

地域の高齢者数 
地域の総人口数

で表される。この式では、分母が地域の総人
口、分子が主として退職後の高齢者人口を表
す。高齢化率が上昇することは、地域全体の
生産力に対する高齢者扶養負担が増大するこ
とを意味する。この負担を地域が支えられな
くなったとき、経済学的には地域の持続可能
性が失われる。さらに、分母である地域の総
人口は、

0 ～14歳の年少人口　 
＋15～64歳の生産年齢人口 
＋65歳以上の高齢者人口　

から構成される。このうち、地域の生産活動
の中心を担うのは、15～64歳の生産年齢人口
である。そこで、高齢化率をより実質的な指
標へと修正し、

65歳以上人口 
15～64歳人口

で表される老年人口指数を用いることによ
り、地域の持続可能性をより的確に評価でき
る。
　図表10は、「日本の地域別将来推計人口」
に基づき、2025年の老年人口指数R（2025）、
2050年の老年人口指数R（2050）、および両

者の比ρ＝R（2050）/R（2025）を全都道府
県について示したものである。ρは、将来の
生産年齢世代が負担する租税、社会保障およ
び介護負担の相対的な増加倍率を表す。表中
の網掛けは、ρの値が高い上位10地域を示し
ている。例えば青森県では、2025年の老年人
口指数R（2025）は0.673である。仮に高齢者
と生産年齢世代の 1 人当たり消費額が等しい
とすれば、生産年齢世代が生み出す100のう
ち、約67を高齢者のために配分することを意
味する。2050年には、少子化と長寿化により
R（2050）は0.909まで上昇し、生産年齢世代
が生み出す100のうち、約91を高齢者のため
に配分することになる。この変化を表す指標
が、

　　R（2050） 
　　R（2025）

である。図表10によれば、青森県における生
産年齢人口の租税・社会保障等の負担は、現
在の1.351倍、すなわち約1.4倍に増加する。
生産年齢人口がこの負担増に耐えられなけれ
ば、地域の持続可能性は損なわれる。図表10
からは、このリスクが、現在すでに高齢化が
進んでいる地域だけでなく、図表 4 で指摘し
た大都市圏を含む地域にも多くみられること
がわかる。例えば神奈川県では、生産年齢世
代の負担は現在の1.372倍、すなわち約1.4倍
に増加する。
　持続可能性を生産年齢人口の負担増ではな
く、高齢者に対する社会給付（介護、医療、

ρ＝
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（図表10）老年人口指数とその変化の将来予測

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2023年）に基づき筆者作成。

2025 2025 2025 2050 2050 2050 2050/2025 2050/2025

都道府県 15-64 65- 65- 
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千人 千人 R（2025） 千人 千人 R（2050） ρ：負担増 1/ρ
北海道 2,829 1,688 0.597 2,235 1,713 0.767 1.285 0.778
青森県 625 421 0.673 441 401 0.909 1.351 0.740
岩手県 618 408 0.660 461 386 0.838 1.269 0.788
宮城県 1,332 666 0.500 1,113 714 0.641 1.283 0.780
秋田県 455 356 0.782 323 315 0.977 1.248 0.801
山形県 540 362 0.670 417 339 0.812 1.212 0.825
福島県 962 592 0.615 739 584 0.790 1.285 0.778
茨城県 1,613 874 0.542 1,322 919 0.695 1.284 0.779
栃木県 1,087 582 0.536 892 612 0.685 1.279 0.782
群馬県 1,088 592 0.545 887 627 0.706 1.297 0.771
埼玉県 4,472 2,037 0.455 3,924 2,316 0.590 1.296 0.772
千葉県 3,809 1,770 0.465 3,357 1,994 0.594 1.278 0.783
東京都 9,439 3,236 0.343 9,064 3,957 0.437 1.273 0.785
神奈川県 5,769 2,434 0.422 5,043 2,920 0.579 1.372 0.729
新潟県 1,149 721 0.627 897 699 0.779 1.241 0.806
富山県 551 333 0.605 440 333 0.758 1.254 0.797
石川県 630 341 0.541 522 356 0.683 1.263 0.792
福井県 413 236 0.571 335 240 0.718 1.257 0.796
山梨県 445 255 0.574 346 270 0.779 1.357 0.737
長野県 1,103 655 0.594 888 683 0.769 1.294 0.773
岐阜県 1,083 606 0.560 857 624 0.729 1.302 0.768
静岡県 2,018 1,109 0.549 1,647 1,160 0.705 1.282 0.780
愛知県 4,609 1,948 0.423 4,013 2,252 0.561 1.328 0.753
三重県 984 532 0.540 791 556 0.703 1.300 0.769
滋賀県 838 387 0.461 722 441 0.611 1.325 0.755
京都府 1,495 759 0.508 1,232 815 0.661 1.302 0.768
大阪府 5,301 2,434 0.459 4,387 2,693 0.614 1.337 0.748
兵庫県 3,087 1,623 0.526 2,518 1,765 0.701 1.333 0.750
奈良県 708 426 0.602 538 440 0.818 1.359 0.736
和歌山県 476 306 0.642 360 300 0.834 1.298 0.771
鳥取県 285 180 0.630 233 173 0.744 1.180 0.847
島根県 340 226 0.665 285 209 0.734 1.103 0.906
岡山県 1,046 575 0.550 887 585 0.660 1.200 0.834
広島県 1,557 829 0.533 1,308 858 0.656 1.231 0.812
山口県 677 457 0.675 534 424 0.794 1.176 0.850
徳島県 364 246 0.677 278 234 0.841 1.243 0.805
香川県 508 301 0.592 422 298 0.706 1.192 0.839
愛媛県 690 443 0.643 544 431 0.793 1.235 0.810
高知県 342 241 0.705 258 224 0.870 1.233 0.811
福岡県 2,979 1,469 0.493 2,665 1,558 0.585 1.185 0.844
佐賀県 429 255 0.593 358 252 0.705 1.188 0.842
長崎県 647 438 0.677 495 414 0.836 1.235 0.809
熊本県 914 557 0.610 773 548 0.709 1.162 0.860
大分県 580 377 0.650 480 360 0.749 1.152 0.868
宮崎県 544 355 0.653 449 342 0.761 1.165 0.859
鹿児島県 802 529 0.660 659 508 0.771 1.169 0.856
沖縄県 871 363 0.416 794 443 0.558 1.339 0.747



資本市場　2026．8（No. 492）月
刊 15

老人福祉等）の必要削減率として示したもの
が、図表10の最右列に掲げた1/ρである。こ
れは、生産年齢世代の負担を2025年の水準に
維持するために、2050年の高齢者向け支出を
2025年比でどの程度まで削減する必要がある
かを示す。青森県では1/ρが0.740であり、
高齢者福祉関連支出を約26％削減する必要が
ある。同様に、神奈川県では、0.729であり、
約27％の支出削減が必要となる。

■ 7 ．おわりに

　本稿では、日本における少子高齢化の進展
を、地域の持続可能性という観点から検討し
た。その結果、地域の総人口よりも、高齢者
人口を生産年齢人口で除した比率の方が、限
られた地域資源を世代間でどのように配分す
る必要があるかを示す、経済学的かつ現実的
な指標であることを示した。そのうえで、
2050年までに各地域が直面する持続可能性リ
スクを試算し、生産年齢世代の負担が 2 ～ 3
割程度増加するか、または高齢世代向け支出
を 2 割程度削減する必要が生じることを示し
た。
　本稿で示した地域の持続可能性リスクに対
する解決策については、人口学的および経済
学的根拠に基づく追加的な検討が必要であ
る。具体的には、①少子化対策による将来の
生産年齢人口の減少抑制、②高齢者および女
性の労働供給の促進による実質的な生産力の
確 保、③ 情 報 技 術（IT）お よ び 人 工 知 能

（AI）の積極的な導入を通じた資本労働比率
と 1 人当たり労働生産性の向上、という政策
の効果を検証する必要がある。
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